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主眼事項及び着眼点（指定訪問看護事業）

主 眼 事 項 着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

【介護給付費の算定及

び取扱い】 ○ 介護給付費請求

1 基本的事項 (1) 指定訪問看護事業に要する費用の額は，平成12年厚生 適 ・ 否 ・ 医療系サービスについては，全国統一単価で 書(控） 法第41条第4項 報酬告示：指定

省告示第19号の別表「指定居宅サービス介護給付費単位 ある診療報酬との間で，一般的には価格差を設 ○ 領収証(控) 法第53条第2項 居宅サービスに

数表」により算定されているか。 けることはないものと考えられることから，割 ○ サービス提供票 報酬告示の一 要する費用の額

(2) 指定訪問看護事業に要する費用の額は，平成12年厚生 引は想定されていない。 ○ 訪問看護計画 の算定に関する

省告示第22号の「厚生労働大臣が定める１単位の単価」 適 ・ 否 ・ 本県では，全てのサービスについて，１単位 ○ 実績記録 報酬告示の二 基準（平12厚生

に，別表に定める単位数を乗じて算定されているか。 ＝１０円である。 ○ 介護給付費算定 省告示第19号)

に係る体制等に

関する届出(控)

※ 経過措置 令和3年9月30日までの間は，それぞれの所定単位数の100 適 ・ 否 報酬告示 報酬解釈：指定

（0.1%上乗せ分） 0分の1001に相当する単位数を算定する。 附則第12条 居宅サービスに

要する費用の額

の算定に関する

２ 訪問看護費の算定 (1) 通院が困難な利用者（末期の悪性腫瘍その他厚生労働 適 ・ 否 ・ 末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める 報酬告示 基準（訪問通所

（指定訪問看護ス 大臣が定める疾病等の患者並びに精神科訪問看護・指導 疾病等（利用者等告示の四）の患者について 別表の3の注1 サービス，居宅

テーション及び病 料医科診療報酬点数表の区分番号Ⅰ012に掲げる精神科 は，医療保険の給付の対象となるものであり， 療養管理指導及

院又は診療所の場 訪問看護・指導料をいう。）及び精神科訪問看護基本療 訪問看護費は算定しない。 解釈 び福祉用具貸与

合） 養費（訪問看護療養費にかかる指定訪問看護の費用の額 ・ 精神科訪問看護の利用者については、医療保 第2の4(6)(7) に係る部分）及

の算定方法別表の区分番号01－２の精神科訪問看護基本 険の給付の対象となるものであり、同一日に介 び指定居宅介護

療養費をいう。）に係る訪問看護の利用者を除く。）に 護保険の訪問看護費を算定していないか。な 支援に要する費

対して，その主治の医師の指示（指定訪問看護ステー お、月の途中で利用者の状態が変化したことに 用の額の算定に

ションにあっては，主治の医師が交付した文書による指 より、医療保険の精神科訪問看護から介護保険 関する基準の制

示）及び訪問看護計画書に基づき，指定訪問看護事業所 の訪問看護に変更、又は介護保険の訪問看護か 定に伴う実施上

の看護師等が指定訪問看護を行った場合に，現に要した ら医療保険の精神科訪問看護に変更することは の留意事項につ

時間ではなく，訪問看護計画書に位置付けられた内容の 可能であるが、こうした事情によらず恣意的に いて（平12老企

指定訪問看護を行うのに要する標準的な時間で所定単位 医療保険と介護保険の訪問看護を変更すること 第36号)

数を算定しているか。 はできないものであること。

〔訪問看護の取扱いについて〕 利 用 者 等 告 示 :

① 前回提供した訪問看護から概ね２時間未満 解釈 厚生労働大臣が

の間隔で訪問看護を行う場合は，それぞれの 第2の4(3)② 定める基準に適

所要時間を合算する。 合する利用者等

② １人の看護職員（保健師，看護師又は准看 （平 27 .3 . 23厚生

護師を言う。以下同じ。）が訪問看護を行っ 労働大臣告示第

た後に，続いて別の看護職員が訪問看護を 94号）

行った場合には，所要時間を合算する。な

お，当該訪問看護の提供時間を合算した場合

に，准看護師による訪問看護が含まれる場合

には，当該訪問看護費は，准看護師による訪

問看護費を算定する。

③ １人の看護職員又は理学療法士，作業療法

士又は言語聴覚士が訪問看護を行った後に，

続いて他の職種の看護職員又は理学療法士，

作業療法士又は言語聴覚士が訪問看護を実施

した場合は職種ごとに算定できる。

④ １人の利用者に対して，連続して訪問看護

を提供する必要性については，適切なケアマ

ネジメントに基づき判断すること。
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主 眼 事 項 着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

(2) 所要時間20分未満の場合 適 ・ 否 ・ 20分未満の訪問看護は，短時間かつ頻回な医 報酬告示

指定訪問看護を24時間行うことができる体制を整えて 療処置等が必要な利用者に対して行われるも 別表の3の注1

いる事業所であって，居宅サービス計画又は訪問看護 のである。したがって，居宅サービス計画又 解釈

計画書の中に20分以上の指定訪問看護が週１回以上含 は訪問看護計画において20分未満の訪問看護 第2の4(3)①

まれている場合に，指定訪問看護ステーションにあっ のみが設定されることは適切ではなく，20分

ては313単位を，病院又は診療所にあっては265単位を 以上の保健師又は看護師による訪問看護を週

それぞれ算定しているか。 １回以上含む設定とすること。

・ 訪問看護を24時間行うことができる体制を整

えている事業所として緊急時訪問看護加算の届

け出をしている場合に算定可能である。

(3) 准看護師が指定訪問看護を行った場合は，所定単位数 適 ・ 否 ① 居宅サービス計画上、准看護師が訪問するこ 報酬告示

の100分の90に相当する単位数を算定しているか。 ととされている場合に、事業所の事情により 別表の3の注1

准看護師ではなく保健師又は看護師が訪問す 解釈

る場合については、所定単位数に100分の90を 第2の4(8)

乗じて得た単位数を算定すること。また、居

宅サービス計画上、保健師又は看護師が訪問

することとされている場合に、事業所の事情

により保健師又は看護師ではなく准看護師が

訪問する場合については、准看護師が訪問す

る場合の単位数（所定単位数の100分の90）を

算定すること。

② 居宅サービス計画上、准看護師が訪問するこ

ととされている場合に、事業所の事情により

准看護師ではなく理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士が訪問する場合については理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士の場合の所

定単位数を算定すること。また、居宅サービ

ス計画上、理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士が訪問することとされている場合に、

事業所の事情により理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士ではなく准看護師が訪問する

場合については、理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士の場合の所定単位数を算定する

こと。

３ 理学療法士，作 理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士（以下「理学療 適 ・ 否 ① 当該訪問看護は，その訪問が看護業務の一環 報酬告示

療法士又は言語聴 法士等」という。）が指定訪問看護を行った場合は，1回 としてのリハビリテーションを中心としたもの 別表の3の注1

覚士の訪問につい につき293単位を算定しているか。 である場合に，看護職員の代わりに訪問させる

て 理学療法士等が，１日に２回を超えて指定訪問看護を 適 ・ 否 という位置付けのものである。 解釈

行った場合，１回につき100分の90に相当する単位数を算 指定通所リハビリテーションのみでは家屋内 第2の4(1)(4)

定しているか。 適 ・ 否 におけるＡＤＬの自立が困難である場合で

理学療法士等による訪問看護は，１回当たり20分以上訪 あって、ケアマネジメントの結果、看護職員

問看護を実施することとし，１人の利用者につき週に６回 と理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が

を限度として算定しているか。 連携した家屋状況の確認を含めた訪問看護の

提供が必要と判断された場合に、訪問看護費

を算定できるものである。
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主 眼 事 項 着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

② 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が連

続して３回以上訪問看護を行った場合だけで

なく、例えば午前中に２回、午後に１回行っ

た場合も、１回につき所定単位数の100分の90

に相当する単位数を算定する。

（例）１日の訪問看護が３回である場合の訪問看

護費

１回単位数×（90／100）×３回

③ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪

問看護を提供している利用者については、毎

回の訪問時において記録した訪問看護記録書

等を用い、適切に訪問看護事業所の看護職員

及び理学療法士、作業療法士若しくは言語聴

覚士間で利用者の状況、実施した内容を共有

するとともに、訪問看護計画書（以下「計画

書 」 ） 及 び 訪 問 看 護 報 告 書 （ 以 下 「 報 告

書」）は、看護職員（准看護師を除く）と理

学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が

連携し作成すること。また、主治医に提出す

る計画書及び報告書は理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士が実施した内容も一体的に

記載するものとし，報告書には，理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士が提供した訪

問看護の内容とその結果等を記載した文書等

を添付すること。

④ 複数の訪問看護事業所から訪問看護を受けて

いる利用者について、計画書及び報告書の作

成にあたっては当該複数の訪問看護事業所間

において十分な連携を図ったうえで作成する

こと。

⑤ 計画書及び報告書の作成にあたっては、訪問

看護サービスの利用開始時及び利用者の状態

の変化等に合わせ、定期的な看護職員による

訪問により利用者の状態の適切な評価を行う

こと。

⑥ ⑤における、訪問看護サービスの利用開始時

とは、利用者が過去２月間（歴月）において

当該訪問看護事業所から訪問看護（医療保険

の訪問看護を含む。）の提供を受けていない

場合であって、新たに計画書を作成する場合

をいう。また、利用者の状態の変化等に合わ

せた定期的な訪問とは、主治医からの訪問看

護指示書の内容が変化する場合や利用者の心

身状態や家族等の環境の変化等の際に訪問す

ることをいう。



- 4 -
訪問看護

訪問看護

主 眼 事 項 着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

４ 指定定期巡回・随 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携し 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める施設基準 報酬告示 施 設 基 準 :厚 生

時対応型訪問介護看 て指定訪問看護を行い，かつ，別に厚生労働大臣が定める （施設基準の三） 別表の3の注2 労働大臣が定め

護事業所と連携して 施設基準に適合する指定訪問看護事業所において，通院が 連携する指定定期巡回・随時対応型訪問介護 る施設基準（平2

指定訪問看護を実施 困難な利用者に対して，その主治の医師の指示及び訪問看 看護事業所の名称，住所その他必要な事項を県 7 . 3 . 2 3厚生労働

した場合 護計画書に基づき，指定訪問看護事業所の看護師等が，指 知事に届け出ている事業所であること。 大 臣 告 示 第 9 6

定訪問看護を行った場合に，１月につきそれぞれ2,935単 号）

位を算定しているか。 ・ 訪問看護を24時間行うことができる体制を整 解釈

ただし，准看護師が指定訪問看護を行った場合は，所定 適 ・ 否 えている事業所であって，緊急時訪問看護加算 第2の4(5)

単位数の100分の98に相当する単位数を算定しているか。 体制を届け出ていること。

また，保健師，看護師又は准看護師が要介護状態区分が要

介護５である利用者に対して指定訪問看護を行った場合， ・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の報酬は

１月につき800単位を所定単位数に加算しているか。 月額定額報酬であるが，以下のような場合には

なお，１人の利用者に対し，一の指定訪問看護事業所が 適 ・ 否 日割り計算とする。

訪問看護費を算定している場合には，別の指定訪問看護事 イ.月の途中から訪問看護を利用した場合又は

業所においては，当該訪問看護費は算定しない。 月の途中で訪問看護の利用を終了した場合

ロ.月の途中に短期入所を利用している期間

ハ.月の途中で要介護５と他の要介護度との間

で変更になった場合

ニ.月の途中で，末期の悪性腫瘍又は別に厚生

労働大臣が定める疾病の状態（利用者等告示

の四）となった場合のその状態にある期間

５ 早朝・夜間・深夜 夜間又は早朝に指定訪問看護を行った場合は，１回につ 適 ・ 否 ・ 居宅サービス計画上又は訪問看護計画上，訪 ○サービス提供票 報酬告示

訪問看護加算（指定 き所定単位数の100分の25に相当する単位数を所定単位数 問看護のサービス開始時刻が加算の対象となる 別表の3の注3

訪問看護ステーショ に加算しているか。 時間帯にある場合に，当該加算を算定する。

ン及び病院又は診療 また，深夜に指定訪問看護を行った場合は，１回につき 適 ・ 否 解釈準用

所の場合） 所定単位数の100分の50に相当する単位数を所定単位数に ・ 加算の対象となる時間帯におけるサービス提 (第2の2(11))

加算しているか。 供時間が全体のサービス提供時間に占める割合

夜間(午後６時から午後10時) 25/100 がごくわずかな場合においては，当該加算は算

早朝(午前６時から午前８時) 25/100 定できない。

深夜(午後10時から午前６時) 50/100

６ 複数名訪問加算 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす場合であって， 適 ・ 否 ① 二人の看護師等又は一人の看護師等と一人の 報酬告示

（指定訪問看護ス 同時に複数の看護師等が１人の利用者に対して指定訪問看 看護補助者が同時に訪問看護を行う場合の複数 別表の3の注4

テーション及び病院 護を行ったとき又は看護師等が看護補助者と同時に１人の 名訪問加算は、体重が重い利用者を一人が支持

又は診療所の場合） 利用者に対して指定訪問看護を行ったときは，複数名訪問 しながら、必要な処置を行う場合等、一人で看 解釈

加算として，次に掲げる区分に応じ，１回につきそれぞれ 護を行うことが困難な場合に算定を認めるもの 第2の4(10)

の単位数を所定単位数に加算しているか。 であり、これらの事情がない場合に、単に二人

(1) 複数名訪問加算(Ⅰ) の看護師等（うち一人が看護補助者の場合も含

(一) 複数の看護師等が同時に所要時間の30分未満 む。）が同時に訪問看護を行ったことのみを

の指定訪問看護を行った場合 254単位 もって算定することはできない。

(二) 複数の看護師等が同時に所要時間の30分以上 ② 複数名訪問加算（Ⅰ）において訪問を行うの

の指定訪問看護を行った場合 402単位 は、両名とも看護師等であることとし、複数

名訪問加算（Ⅱ）において訪問を行うのは、

(2) 複数名訪問加算(Ⅱ) 訪問看護を行う一人が看護師等であり、同時

(一) 看護師等が看護補助者と同時に所要時間の30 に訪問する一人が看護補助者であることを要

分未満の指定訪問看護を行った場合 201単位 する。

(二) 看護師等が看護補助者と同時に所要時間の30 ③ 複数名訪問加算（Ⅱ）における看護補助者と

分以上の指定訪問看護を行った場合 317単位 は、訪問看護を担当する看護師等の指導の下
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主 眼 事 項 着 眼 点 自己評価 チェックポイント 関係書類 根拠法令 特記事項

※厚生労働大臣が定める基準 に，療養生活上の世話（食事、清潔、排泄、

（利用者等告示の五） 入浴、移動等）の他、居室内の環境整備、看

同時に複数の看護師等により訪問看護を行うこと又 護用品及び消耗品の整理整頓等といった看護

は看護師等が看護補助者と同時に指定訪問看護を行 業務の補助を行う者のことであり、資格は問

うことについて，利用者又はその家族等の同意を得 わないが、秘密保持や安全等の観点から、訪

ている場合であって，次のいずれかに該当する場合 問看護事業所に雇用されている必要があるも

イ 利用者の身体的理由により，１人の看護師等によ のとする。

る訪問看護が困難と認められる場合

ロ 暴力行為，著しい迷惑行為，器物破損行為等が認

められる場合

ハ その他イ又はロに準ずると認められる場合

７ 長時間訪問看護へ 指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者（別 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める状態 報酬告示

の加算（指定訪問 に厚生労働大臣が定める状態にあるものに限る。）に対し （利用者等告示の六） 別表の3の注5

看護ステーション て，所要時間１時間以上１時間30分未満の指定訪問看護を イ．医科診療報酬点数表に掲げる在宅悪性腫瘍

及び病院又は診療 行った後に引き続き指定訪問看護を行う場合であって，当 患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導

所の場合） 該指定訪問看護の所要時間を通算した時間が１時間30分以 管理を受けている状態又は気管カニューレ若

上となるときは，１回につき300単位を指定単位数に加算 しくは留置カテーテルを使用している状態

しているか。 ロ．医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜

灌流指導管理，在宅血液透析指導管理，在宅

酸素療法指導管理，在宅中心静脈栄養法指導

管理，在宅成分栄養経管栄養法指導管理，在

宅自己導尿指導管理，在宅持続陽圧呼吸療法

指導管理，在宅自己疼痛管理指導管理又は在

宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態

ハ．人工肛門又は人工膀胱を設置している状態

ニ．真皮を越える褥瘡の状態

ホ．点滴注射を週３日以上行う必要があると認

められる状態

・ 保健師又は看護師が行う場合も准看護師が行 解釈

う場合も，同じ単位を算定する。 第2の4(11)

８ 事業所の建物と同 指定訪問看護事業所の所在する建物と同一の敷地内若し 適 ・ 否 ① 「同一敷地内建物等」とは、当該事業所と 報酬告示

一の敷地内若しくは くは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問看護事業所と 構造上又は外形上、一体的な建築物及び同一 別表の3の注6

隣接する敷地内の建 同一の建物（以下この項において「同一敷地内建物等」と 敷地内並びに隣接する敷地（当該事業所と建

物に居住する利用者 いう。)に居住する利用者(指定訪問看護事業所における１ 築物が道路等を挟んで設置している場合を含 解釈準用

等に対する算定 月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する む。）にある建築物のうち効率的なサービス (第2の2(14))

（ 指 定 訪 問 看 護 ス 建物に居住する利用者を除く。）又は指定訪問看護事業所 提供が可能なものを指すものである。具体的

テーション及び病院 における１月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住 には、一体的な建築物として、当該建物の１

又は診療所の場合） する建物(同一敷地内建物等を除く。)に居住する利用者に 階部分に事業所がある場合や当該建物と渡り

対して，指定訪問看護を行った場合は，１回につき所定単 廊下でつながっている場合など、同一の敷地

位数の1 0 0分の90に相当する単位数を算定しているか。 内若しくは隣接する敷地内の建物として、同

一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭い道

指定訪問看護事業所における１月当たりの利用者が同一 適 ・ 否 路を挟んで隣接する場合などが該当するもの

敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住する利用者に であること。

対して，指定訪問看護を行った場合は，１回につき所定単

位数の1 0 0分の85に相当する単位数を算定しているか。
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② 同一の建物に20人以上居住する建物（同一

敷地内建物等を除く。）の定義

イ 「当該事業所における利用者が同一建物に

20人以上居住する建物」とは、①に該当する

もの以外の建築物を指すものであり、当該建

築物に当該事業所の利用者が20人以上居住す

る場合に該当し、同一敷地内にある別棟の建

物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数を

合算するものではない。

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の

利用者数の平均を用いる。この場合、１月間

の利用者の数の平均は、当該月における１日

ごとの該当する建物に居住する利用者の合計

を、当該月の日数で除して得た値とする。こ

の平均利用者数の算定に当たっては、小数点

以下を切り捨てるものとする。また、当該事

業所が、指定介護予防訪問看護と一体的な運

営をしている場合、指定介護予防訪問看護の

利用者を含めて計算すること。

③ 当該減算は、事業所と建築物の位置関係に

より、効率的なサービス提供が可能であるこ

とを適切に評価する趣旨であることに鑑み、

本減算の適用については、位置関係のみを

もって判断することがないよう留意するこ

と。具体的には、次のような場合を一例とし

て、サービス提供の効率化につながらない場

合には、減算を適用すべきではないこと。

(同一敷地内建物等に該当しないものの例)

・ 同一敷地であっても、広大な敷地に複数

の建物が点在する場合

・ 隣接する敷地であっても、道路や河川な

どに敷地が隔てられており、横断するため

に迂回しなければならない場合

④ ①及び②のいずれの場合においても、同一

の建物については、当該建築物の管理、運営

法人が当該事業所の事業者と異なる場合で

あっても該当するものであること。

⑤ 同一敷地内建物等に50 人以上居住する建物

の定義

イ 同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内

建物等における当該事業所の利用者が50人以

上居住する建物の利用者全員に適用されるも

のである。

ロ この場合の利用者数は、上記②ロと同様で

ある。
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９ 特別地域訪問看護 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定訪問看護 加算の有無 ※厚生労働大臣が定める地域 報酬告示

加算 事業所又はその一部として使用される事務所の看護師等が 有 ・ 無 平成24年厚労省告示第120号を参照。 別表の3の注7

指定訪問看護を行った場合は，特別地域訪問看護加算とし 解釈

て，指定訪問看護ステーション及び病院又は診療所の場合 ・ サテライト事業所のみが離島等に所在する場 第2の4(13)

については，１回につき所定単位数の100分の15に相当す 合，当該サテライト事業所を本拠とする看護師

る単位数を，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業 等を明確にするとともに，当該サテライト事業

所と連携して指定訪問看護を行う場合は，１月につき所定 所から提供した具体的なサービス内容等の記録

単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算 を別に行い，管理すれば，当該サテライト事業

しているか。 所に係る訪問看護のみは加算の対象となる。

・ 当該加算は所定単位数の15％加算としている

が，この場合の所定単位数には，緊急時訪問看

護加算，特別管理加算及びターミナルケア加算

を含まない。

10 中山間地域等にお 別に厚生労働大臣が定める地域（平成21年厚労省告示第 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める施設基準 報酬告示

ける小規模事業所加 83号）に所在し，かつ，別に厚生労働大臣が定める施設基 中山間地域等 （施設基準の四） 別表の3の注8

算 準に適合する訪問看護事業所（その一部として使用される 小規模加算 ・ １月当たり延訪問回数が1 0 0回以下の訪問看

事務所が当該地域に所在しない場合は，当該事務所を除 有 ・ 無 護事業所であること。

く。）又はその一部として使用される事務所の看護師等が ・ 延訪問回数は前年度（３月を除く。）の１月 解釈

指定訪問看護を行った場合は，指定訪問看護ステーション 当たり平均延訪問回数をいう。 第2の4(14)

及び病院又は診療所の場合については，１回につき所定単 ・ 利用者に事前に説明を行い，同意を得るこ

位数の100分の10に相当する単位数を，指定定期巡回・随 と。

時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行 ・ 当該加算は所定単位数の10％加算としている

う場合は，１月につき所定単位数の100分の10に相当する が，この場合の所定単位数には，緊急時訪問

単位数を所定単位数に加算しているか。 看護加算，特別管理加算及びターミナルケア

加算を含まない。

11 中山間地域等に居 指定訪問看護事業所の訪問看護師等が，別に厚生労働大 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める地域 報酬告示

住する者へのサービ 臣が定める地域に居住している利用者に対して，通常の事 平成21年厚労省告示第83号の二を参照。 別表の3の注9

ス提供加算 業の実施地域を越えて，指定訪問看護を行った場合は，指 解釈

定訪問看護ステーション及び病院又は診療所の場合につい ・ 当該加算を算定する利用者については，運営 第2の4(15)

ては，１回につき所定単位数の100分の５に相当する単位 基準第66条第３項に規定する交通費の支払いを

数を，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連 受けることはできない。

携して指定訪問看護を行う場合は，１月につき所定単位数 ・ 当該加算は所定単位数の５％加算としている

の100分の５に相当する単位数を所定単位数に加算してい が，この場合の所定単位数には，緊急時訪問看

るか。 護加算，特別管理加算及びターミナルケア加算

を含まない。

12 緊急時訪問看護 利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意 適 ・ 否 ・ 当該加算を算定する旨を説明し，利用者の同 ○ 利用者の同意書 報酬告示

加算 見が求められた場合に常時対応できる体制に適合している 意を得た場合に加算すること。 等の記録 別表の3の注10

ものとして，県知事に届け出た指定訪問看護ステーション ・ 当該月の第１回目の介護保険の給付対象とな ○ サービス提供票

が，利用者の同意を得て，利用者又はその家族等に対して る訪問看護を行った日の所定単位数に加算する ○ 実績記録 解釈

当該基準により24時間連絡できる体制にあって，かつ，計 こと。 ○ 介護給付費算定 第2の4(16)

画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要に応 ・ 当該緊急時訪問を行った場合には，早朝・夜 に係る体制等に

じて行う体制にある場合には，緊急時訪問看護加算とし 間・深夜の訪問看護に係る加算は算定できない 関する届出(控)

て，１月につき574単位を所定単位数に加算し，指定訪問 が，１月以内の２回目以降の緊急時訪問につい ○ 勤務体制一覧表

看護を担当する医療機関が，利用者の同意を得て，計画的 ては，早朝・夜間・深夜の訪問看護に係る加算

に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて を算定する。

行う体制にある場合には，緊急時訪問看護加算として，１ ・ 当該加算は，1人の利用者に対し，１か所の

月につき315単位を所定単位数に加算しているか。 事業所に限り算定できる。
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13 特別管理加算 指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者に対 適 ・ 否 ・ 当該加算は，当該月の第１回目の介護保険の ○医師の指示等 報酬告示

して，指定訪問看護事業所が，指定訪問看護の実施に関す 給付対象となる訪問看護を行った日の所定単位 ○ 訪問看護計画 別表の3の注11

る計画的な管理を行った場合は，別に厚生労働大臣が定め 数に算定する。 ○ 訪問看護記録等

る区分に応じて，１月につき次に掲げる所定単位数を特別 ・ 当該加算を介護保険で請求した場合に，同月 解釈

管理加算として加算しているか。 に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護 第2の4(17)

ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場合 小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該

においては，次に掲げるその他の加算は算定しない。 各サービスにおける特別管理加算は算定できな

(1) 特別管理加算(Ⅰ) 500単位 い。

(2) 特別管理加算(Ⅱ) 250単位 ・ 同月に医療保険における訪問看護を利用した

場合の当該訪問看護における特別管理加算は算

※厚生労働大臣が定める区分 定できない。

（利用者等告示の七を参照）

※厚生労働大臣が定める状態

（利用者等告示の六を参照）

14 ターミナルケア 在宅で死亡した利用者に対して，別に厚生労働大臣が定 適 ・ 否 (1) 本加算については，在宅で死亡した利用者 ○ 訪問看護計画 報酬告示

加算 める基準（平成27年大臣基準告示の八）に適合しているも の死亡月に加算することとされているが， ○ 実績記録 別表の3の注12

のとして県知事に届け出た指定訪問看護事業所が，その死 ターミナルケアを最後に行った日の属する月

亡日及び死亡日前14日以内に２日（死亡日及び死亡日前14 と，利用者の死亡月が異なる場合には，死亡 解釈

日以内に別に厚生労働大臣が定める状態（平成27年利用者 月に算定すること。 第2の4(18)

等告示の八）にある当該利用者に対して訪問看護を行って (2) 当該加算を介護保険で請求した場合に，同

いる場合にあっては，１日）以上ターミナルケアを行った 月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び

場合（ターミナルケアを行った後，24時間以内に在宅以外 看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合

で死亡した場合を含む。）は，ターミナルケア加算とし の当該各サービスにおけるターミナルケア加

て，当該者の死亡月につき2,000単位を所定単位数に加算 算並びに同月に医療保険における訪問看護を

しているか。 利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養

費及び訪問看護・指導料におけるターミナル

※厚生労働大臣が定める基準 ケア加算は算定できないこと。

（大臣基準告示の八を参照） (3) 一の事業所において，死亡日及び死亡日前

14日以内に医療保険又は介護保険の給付の対象

となる訪問看護をそれぞれ１日以上実施した

場合は，最後に実施した保険制度において

ターミナルケア加算等を算定する。この場合

において他制度の保険によるターミナルケア

加算等は算定できない。

(4) ターミナルケアの提供においては，次に掲

げる事項を訪問看護記録書に記録すること。

① 終末期の身体症状の変化及びこれに対する

看護についての記録

② 療養や死別に関する利用者及び家族の精神

的な状態の変化及びこれに対するケアの経過

についての記録

③ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセ

スにおいて利用者及び家族の意向を把握し，

それに基づくアセスメント及び対応の経過の

記録

なお、③については、厚生労働省「人生の

最終段階における医療・ケアの決定プロセス

に関するガイドライン」等の内容を踏まえ、

利用者本人及びその家族等と話し合いを行
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い、利用者本人の意思決定を基本に、他の関

係者との連携の上対応すること。

(5) ターミナルケアの実施にあたっては、他の

医療及び介護関係者と十分な連携を図るよう

努めること。

15 主治の医師の特別 指定訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（介護 適 ・ 否 ・ 主治医の特別な指示があった場合は，医療保 ○ 診療録 報酬告示

な指示があった場合 老人保健施設及び介護医療院の医師を除く。）が，当該者 険の給付対象となり，介護保険では算定しな 別表の3の注13

の取り扱い が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要が い。

（指定訪問看護ステー ある旨の特別の指示を行った場合は，当該指示の日から14 ・ 医療機関の訪問看護の利用者について，急性 解釈

ション及び病院又は 日間に限って，訪問看護費を算定していないか。 憎悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必 第2の4(19)

診療所の場合） 要があり，医療保険の給付対象となる場合に

は，頻回の訪問看護が必要な理由，その期間等

について，診療録に記載しなければならない。

16 主治の医師の特別 指定訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（介護 適 ・ 否 ○ 診療録 報酬告示

な指示があった場合 老人保健施設及び介護医療院の医師を除く。）が，当該利 別表の3の注14

の減算（指定定期巡 用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必

回・随時対応型訪問 要がある旨の特別の指示を行った場合は，当該指示の日数

介護看護事業所と連 に応じて，１日につき97単位を所定単位数から減算してい

携して指定訪問看護 るか。

を行う場合）

17 サービス種類相互 利用者が短期入所生活介護，短期入所療養介護若しくは 適 ・ 否 ・ 介護老人保健施設，指定介護療養型医療施 報酬告示

の算定関係 特定施設入居者生活介護又は定期巡回・随時対応型訪問介 設，介護医療院及び医療機関を退所(院)した日 別表の3の注15

護看護（法第８条第15項第一号に該当するものに限る）， については，訪問看護費は算定できないが，厚 解釈

認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生 生労働大臣が定める状態（利用者等告示第六号 第2の4(20)

活介護，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護若し 参照）にある利用者又は主治の医師が退所・退

くは複合型サービスを受けている間に，訪問看護費を算定 院した日に訪問看護が必要であると認める利用

していないか。 者に限り，訪問看護費を算定できる。

18 初回加算 指定訪問看護事業所において，新規に訪問看護計画を作 適 ・ 否 ・ 本加算は，利用者が過去２月間(歴月)におい ○サービス提供記 報酬告示

成した利用者に対して，初回若しくは初回の指定訪問看護 て，医療保険の訪問看護を含む当該訪問看護事 録等 別表の3のニ

を行った日の属する月に指定訪問看護を行った場合は，１ 業所から訪問看護の提供を受けていない場合で 解釈

月につき300単位を加算しているか。 あって，新たに訪問看護計画書を作成した場合 第2の4(21)

に算定する。

19 退院時共同指導 病院，診療所，介護老人保健施設及び介護医療院に入院 適 ・ 否 ① 本加算は，病院，診療所，介護老人保健施設 報酬告示

加算 (入所)中の者が退院(退所)するに当たり，指定訪問看護ス 又は介護医療院に入院(入所)中の者が退院(退 別表の3のホ

テーションの看護師等（准看護師を除く。）が，退院時共 所)するに当たり，訪問看護ステーションの看

同指導（当該者又はその看護に当たっているものに対し 護師等が退院時共同指導を行った後に当該者の 解釈

て，病院，診療所，介護老人保健施設及び介護医療院の主 退院(退所)後，初回の訪問看護を実施した場合 第2の4(22)

治の医師その他の従業者と共同し，在宅での療養上必要な に，１人の利用者に当該者の退院(退所)につき

指導を行い，その内容を文書により提供すること）を行っ １回（厚生労働大臣が定める状態にある利用者

た後に，当該者の退院(退所)後に当該者に対する初回の指 について，複数日に退院時共同指導を行った場

定訪問看護を行った場合に，退院時共同指導加算として， 合は２回）に限り当該加算を算定でき，初回の

当該退院(退所)につき１回（特別な管理を必要とする利用 訪問看護を実施した日に算定すること。

者の場合は２回）に限り，600単位を加算しているか。 なお，加算を算定する月の前月に退院時共同

ただし，初回加算を算定する場合は，当該加算は算定し 指導を行っている場合においても算定できる

ない。 また、退院時共同指導は、テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。ただ
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し、テレビ電話装置等の活用について当該者又

はその看護に当たる者の同意を得なければな

らない。この際、個人情報保護委員会・厚生

労働省「医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、

厚生労働省「医療情報システムの安全管理に

関するガイドライン」等を遵守すること。

② ２回の当該加算の算定が可能である利用者に

対して複数の訪問看護ステーション等が退院時

共同指導を行う場合は，１回ずつの算定も可。

③ 複数の訪問看護ステーション等が退院時共同

指導を行う場合，主治医の所属する保険医療機

関又は介護老人保健施設若しくは介護医療院に

対し，他の訪問看護ステーション等における退

院時共同指導の実施の有無について確認するこ

と。

④ 当該加算を介護保険で請求した場合，同月に

定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小

規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各

サービスにおける当該加算並びに同月に医療保

険における訪問看護を利用した場合の当該訪問

看護における当該加算は算定できない。(②の

場合を除く。)

⑤ 退院時共同指導を行った場合は，その内容を

訪問看護記録書に記録すること。

20 看護・介護職員連 指定訪問看護事業所が社会福祉士及び介護福祉士法第48 適 ・ 否 ① 本加算は，事業所の看護職員が，訪問介護員 ○訪問看護記録書 報酬告示

携強化加算 条の３第１項の登録又は同法附則第20条第１項の登録を受 等に対し，たんの吸引等に係る計画書や報告書 別表の3のヘ

けた指定訪問介護事業所と連携し，当該事業所の訪問介護 の作成及び緊急時等の対応についての助言を行 解釈

員等が当該事業所の利用者に対し社会福祉士及び介護福祉 うとともに当該訪問介護員等に同行し，利用者 第2の4(23)

士法施行規則第１条各号に掲げる医師の指示の下に行われ の居宅において業務の実施状況について確認し

る行為を円滑に行うための支援を行った場合は，１月に１ た場合や，利用者に対する安全なサービス提供

回に限り250単位を加算しているか。 体制整備や連携体制確保のための会議に出席し

た場合に算定する。

なお，当該同行訪問や会議出席について，訪

問看護記録書に記録すること。

② 当該加算は，訪問介護員等と同行訪問を実施

した日又は会議に出席した日の属する月の初日

の訪問看護の実施日に加算する。

③ 当該加算は訪問看護が24時間行える体制を整

えている事業所として緊急時訪問看護加算を届

け出をしている場合に算定可能である。

④ 事業所の看護職員が，訪問介護員等と同行

し，たんの吸引等の実施状況を確認する際，通

常の訪問看護の提供以上に時間を要した場合で

も，ケアプラン上に位置づけられた訪問看護費

を算定する。

⑤ 本加算は，訪問介護員等のたんの吸引等に係

る基礎的な技術取得や研修目的で，訪問看護事

業所の看護職員が同行訪問を実施した場合は，

当該加算及び訪問看護費は算定できない。
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21 看護体制強化加算 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 適 ・ 否 ① 大臣基準告示第九号イ(1)における利用者の ○同意書等 報酬告示

（指定訪問看護ス て県知事に届け出た指定訪問看護事業所が，医療ニーズの 割合については，以下のアに掲げる数をイに 別表の3のト

テーション及び病 高い利用者への指定訪問看護の提供体制を強化した場合 掲げる数で除して，算定日が属する月の前６

院又は診療所の場 は，当該基準に掲げる区分に従い，１月につき次に掲げる 月当たりの割合を算出すること。 解釈

合） 所定単位を加算しているか。ただし，次に掲げるいずれか ア 事業所における緊急時訪問看護加算を 第2の4(24)

の加算を算定している場合においては，次に掲げるその他 算定した実利用者数

の加算を算定していないか。 イ 事業所における実利用者の総数

(1) 看護体制強化加算(Ⅰ) 550単位 ② 大臣基準告示第９号イ(2)における利用者の

(2) 看護体制強化加算(Ⅱ) 200単位 割合については，以下のアに掲げる数をイに

掲げる数で除して，算定日が属する月の前６

※厚生労働大臣が定める基準 月当たりの割合を算出すること。

（大臣基準告示の九） ア 事業所における特別管理加算を算定し

○指定訪問看護ステーションである訪問看護事業所の場合 た実利用者数

イ 看護体制強化加算（Ⅰ） イ 事業所における実利用者の総数

・次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1) 算定日が属する月の前６月間において，指定訪問 ③ ①及び②に規定する実利用者数は，前６月間

看護事業所における利用者の総数のうち，緊急時 において，事業所が提供する訪問看護を２回

訪問看護加算を算定した利用者の占める割合が100 以上利用した者又は事業所で当該加算を２回

分の50以上であること。 以上利用した者であっても，１として数える

(2) 算定日が属する月の前６月間において，指定訪問 こと。そのため，①及び②に規定する割合の

看護事業所における利用者の総数のうち，特別管 算出において，利用者には，事業所を現に利

理加算を算定した利用者の占める割合が100分の20 用していない者も含む。

以上であること。

(3) 算定日が属する月の前12月間において，指定訪問 ④ 看護職員の占める割合の算出に当たっては、

看護事業所におけるターミナルケア加算を算定し 常勤換算方法により算出した前月（暦月）の

た利用者が５名以上であること。 平均を用いることとする。なお、当該割合が1

(4) 当該事業所において指定訪問看護に当たる従業者 00 分の60 から１割を超えて減少した場合（1

（看護師等）の総数のうち，看護職員の占める割 00 分の54 を下回った場合）には、その翌月

合が100分の60以上であること。 から看護体制強化加算を算定できないものと

し、１割の範囲内で減少した場合（100 分の5

ロ 看護体制強化加算（Ⅱ） 4 以上100 分の60 未満であった場合）には、

(1) イ(1)及び(2)及び(4)に掲げる基準のいずれにも その翌々月から当該加算を算定できないもの

適合すること。 とすること（ただし、翌月の末日において100

(2) 算定日が属する月の前12月間において，指定訪問 分の60 以上となる場合を除く。）。

看護事業所におけるターミナルケア加算を算定し

た利用者が１名以上であること。 ⑤ 本加算を算定するに当たっては，事業所の看

護師等が，当該加算の内容について利用者又

はその家族への説明を行い，同意を得るこ

○指定訪問看護ステーション以外である訪問看護事業所の と。

場合

イ 看護体制強化加算（Ⅰ） ⑥ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、

・次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 医療機関との連携のもと、看護職員の出向や

(1) 算定日が属する月の前６月間において，指定訪問 研修派遣などの相互人材交流を通じて在宅療

看護事業所における利用者の総数のうち，緊急時訪 養支援能力の向上を支援し、地域の訪問看護

問看護加算を算定した利用者の占める割合が100分の 人材の確保・育成に寄与する取り組みを実施

50以上であること。 していることが望ましい。

(2) 算定日が属する月の前６月間において，指定訪問

看護事業所における利用者の総数のうち，特別管理 ⑦ 本加算を算定するに当たっては，大臣基準告

加算を算定した利用者の占める割合が100分の20以上 示第九号イ(1)，イ(2)及びイ(4)の割合並びに

であること。 イ(3)及びロ(2)の人数について，継続的に所
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(3) 算定日が属する月の前12月間において，指定訪問 定の基準を維持しなければならない。なお，

看護事業所におけるターミナルケア加算を算定した その割合及び人数については毎月記録するも

利用者が５名以上であること。 のとし，所定の基準を下回った場合について

は，直ちに第１の５に規定する届出を提出し

ロ 看護体制強化加算（Ⅱ） なければならない。

(1) イ(1)及び(2)に掲げる基準のいずれにも適合する

こと。 ⑧ 看護体制強化加算は、訪問看護事業所の利用

(2) 算定日が属する月の前12月間において，指定訪問 者によって（Ⅰ）又は（Ⅱ）を選択的に算定

看護事業所におけるターミナルケア加算を算定した することができないものであり、当該訪問看

利用者が１名以上であること。 護事業所においていずれか一方のみを選択

し、届出を行うこと。

22 サービス提供体制 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 適 ・ 否 ※厚生労働大臣が定める基準 報酬告示

強化加算 て県知事に届け出た指定訪問看護事業所が，利用者に対 （大臣基準告示の十） 別表の3のチ

し，指定訪問看護を行った場合は，当該基準に掲げる区分 イ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)

に従い，指定訪問看護ステーション及び病院又は診療所の 次のいずれにも適合すること。

場合については１回につき，指定定期巡回・随時対応型訪 (1) 事業所の全ての看護師等に対し，看護師等

問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合につ ごとに研修計画を作成し，当該計画に従い，

いては１月につき，次に掲げる所定単位数を加算している 研修 (外部における研修を含む。）を実施又

か。 は実施を予定していること。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合 (2) 利用者に関する情報若しくはサービス提供

においては、次に掲げるその他の加算は算定していない に当たっての留意事項の伝達又は事業所にお

か。 ける看護師等の技術指導を目的とした会議を

⑴ 指定訪問看護ステーション及び病院又は診療所の場 定期的に開催すること。

合 (3) 事業所の全ての看護師等に対し，健康診断

㈠ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) ６単位 等を定期的に実施すること。

㈡ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ３単位 (4) 事業所の看護師等の総数のうち，勤続年数

７年以上の者の占める割合が100分の30以上

⑵ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連

携して指定訪問看護を行う場合 ロ サービス提供体制強化加算(Ⅱ)

㈠ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 50単位 次のいずれにも適合すること。

㈡ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 25単位 (1) イ(1)から(3)までに掲げる基準のいずれに

も適合すること。

(2) 事業所の看護師等の総数のうち，勤続年

数３年以上の者の占める割合が100分の30以

上

・ 会議は、テレビ電話装置等を活用して行うこ 解釈

とができるものとする。この際、個人情報保 第2の4(25)

護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業

者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」、厚生労働省「医療情報システ

ムの安全管理に関するガイドライン」等を遵

守すること。

・ 勤続年数の算定に当たっては，当該事業所に

おける勤務年数に加え，同一法人等の経営す

る他の介護サービス事業所，病院，社会福祉

施設等においてサービスを利用者に直接提供

する職員として勤務した年数を含めることが

できる。


